
 

東京大学医学部附属病院 看護師【常勤職員・常勤職員（任期付）】募集要項 

 

 
１．職名及び人数   看護師   

２．募集人員     15 名程度【常勤職員】 

若干名【常勤職員(任期付)】：育児休業者・修学休職者の代替職員として臨時的

に採用） 

３．採用日      随時 

４．契約期間     【常勤職員】採用日～任期なし 

【常勤職員(任期付)】採用日～2026 年 3 月 31 日 

          ※任期付で採用になった職員は、採用後に希望すれば、任期のない【常勤職員】

となる採用試験を受験できます。 

５．試用期間     【常勤職員】採用された日から 6 月間 

【常勤職員(任期付)】採用された日から 14 日間 

６．就業場所     東京大学医学部附属病院（東京都文京区本郷 7-3-1） 

７．職務内容     看護業務全般 

８．就業時間     変形労働時間制(2 交代制勤務) 

 日勤 8 時 00 分～16 時 45 分 

 夜勤 15 時 30 分～9 時 00 分  （2025 年 4 月 1 日現在） 

９．休日       4 週 8 休制 

１０．休暇      年次有給休暇、特別休暇（リフレッシュ休暇、結婚、病気、忌引 等） 

１１．賃金 

【実務経験 3 年の場合（2025 年 4 月実績）】 

 固定給 

主要手当(夜勤分) 合計 備考 

基本給与 教育研究連携手当 

看護師(3 年課程卒) 259,400 円 50,583 円 61,576 円 371,559 円 
◆固定給は基本給与(俸

給）と教育研究連携手当

の合計金額です。 

◆主要手当は夜勤 5 回の

場合の夜間看護手当と夜

勤手当の合計金額です。 

看護師(4 大卒) 263,800 円 51,441 円 61,808 円 377,049 円 

助産師(4 大卒) 266,000 円 51,870 円 61,924 円 379,794 円 

※俸給表等、給与規則の改正があった場合や、１ヶ月当たりの平均所定勤務時間数が年度により

異なることにより、基本給与や主要手当の額が変動することがあります。 

※採用前の看護師・助産師の職務経験等によって、固定給が変動することがあります。 

※看護師・助産師のいずれの免許も所有している者が看護師として採用(配属)された場合、 

 固定給は看護師として支払われます。 

※主要手当は夜勤 5 回で算定したものです。採用当初で夜勤が少ない場合は金額が異なります。 

 超過勤務手当等、その他手当は含まれていません。 

※昇給 ：年１回 



 

 

１２．諸手当   上記のほかに、規則により下記の手当等を支給 

①住居手当：月額 上限 28,000 円（61,000 円以上のアパート等賃貸の場合は上限額を

支給） 

②通勤手当：通勤回数に応じて支給 

③超過勤務手当：月毎の実績により支給 

④扶養手当：扶養親族のある教職員に対して支給 

⑤賞与：年 2 回（年間約 4.52 月分 2025 年度見込） 

＊ただし採用初年度は 2.9 月分。 

＊採用時期によっては、採用初年度の賞与の支給がない場合がある。 

⑥退職手当：勤続 6 か月以上の場合に支給 

１３．加入保険    文部科学省共済組合、雇用保険に加入 

１４．宿舎      敷地内ワンルームマンションタイプ、全室個室、冷暖房完備 

           （賃料 25,000 円＋共益費 12,000 円程度）※入居には一定の条件があります。 

１５．ユニフォーム  貸与 

１６．応募資格    (1)看護師免許を有する者 (2)看護師経験 3 年以上 

１７．応募書類    (1)願書（当院指定のもの、A4 サイズ） 

看護師採用願書を看護部ホームページからダウンロードして下さい。 

(2)看護師免許の写し（A4 サイズ）  

１８．応募締切    採用者が決まり次第締め切り 

１９．選考方法    (1)一次選考  書類選考 (2)二次選考  面接・作文 

＊二次選考試験の日程は一次選考合格者に、個別に連絡します 

２０．照会・書類提出先  〒113-8655 東京都文京区本郷 7-3-1 東京大学医学部附属病院看護部 

             ℡ 03－5800－6520 

      （注）応募書類は、封書に「看護師応募書類在中」と朱書し、郵送願います。 

                応募書類は、返却いたしませんので、ご了承ください。       

２１．募集者名称   国立大学法人東京大学 

２２．留意事項    セミナー・講演会の講師、医療・看護に関連する書籍の執筆等、一部を除いて、

兼業は原則として禁止しています。2022 年 5 月 1 日以降、外為法等の定めに

より採用時点で海外との兼業や外国政府等からの多額の収入がある場合、研究

上の技術の共有が制限され本学教職員としての職務の達成が困難となる可能

性があることから、兼業等については本学における研究上の技術の共有に支障

のない範囲に留める必要があります。外国人研究者等の雇用に当たっても同様

です。 

 

 


